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  独立行政法人国立高等専門学校機構不動産貸付事務取扱要領  
                                  

理事長裁定  

制  定 平成２１年 ２月２６日  

一部改正 令和 ４年 ３月１１日  

 

（目的）  

第１条 この要領は，独立行政法人国立高等専門学校機構不動産管理規則（独立行政法人

国立高等専門学校機構規則第３８号。以下「不動産管理規則」という。）第２０条から

第２２条までの規定及び独立行政法人国立高等専門学校機構出納事務取扱規則（独立行

政法人国立高等専門学校機構規則第３７号。以下「出納事務取扱規則」という。）に基

づき，独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「機構」という。）における不動産貸

付に関し必要な事項を定めるものとする。  

 

（貸付できる基準）  

第２条 不動産管理役（不動産管理規則第９条に規定する不動産管理役をいう。以下同

じ。）は，次の各号に該当する場合には，機構の不動産の貸付を認めることができる。  

 一 貸付の範囲が，次条に定める範囲に合致していること。  

 二 貸付の相手方及び目的が，公共的性格を持つ機構の性格に鑑み，ふさわしいもので

あること。  

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号に掲げる場合には，貸付を認めることができない。 

 一 機構が独立行政法人国立高等専門学校機構法（平成１５年法律第１１３号）第１２

条第１項に定める業務（以下単に「業務」という。）を行う上で支障が生じるおそれ

があるとき。  

 二 不動産の管理上，支障が生じるおそれがあるとき。  

 三 騒音，振動，塵埃，視覚的不快感，悪臭，電磁波又は危険物等を発生又は使用する

等周囲に迷惑を及ぼすおそれがあるとき。  

四 公共性又は公益性に反する次の各号に該当するとき。  

  ア  風俗営業又はそれに類する用途，犯罪に関わる又は助長する用途，深夜営業を

主とする用途，公序良俗に反する用途，その他機構の品位を損なう用途等，社会通念

上不適当であると判断されるとき。  

  イ 特定の個人又は団体の活動を機構の中立性を阻害して支援することとなるとき。  

  ウ 商業施設，宿泊施設又は娯楽施設等の不特定多数の出入りが見込まれ，機構の静

かな環境における教育研究活動の実施に支障が生じるおそれがあるとき。   

  エ 上記各号のほか，貸付により，公共性又は公益性を損なうおそれがあるとき。  

 五 その他上記各号に準じ，不動産の用途又は目的を妨げるおそれがあるとき。  

 

（貸付できる範囲）  

第３条 前条第１項第一号に定める貸付の範囲は，次の各号に掲げるとおりとする。  
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 一 次の各号に掲げる場合で，機構が業務を行う上で必要な者に貸付を行うとき。  

 ア 機構の学生及び役職員（以下「学生等」という。）のため，食堂，売店その他，

学生等が直接利用することを目的とする福利厚生施設を設置するとき。  

  イ 独立行政法人国立高等専門学校機構宿舎規則（機構規則第３３号）第３条第二号

に規定する宿舎及び駐車場を，独立行政法人等の役職員の住居の用に供するため使

用させるとき。  

ウ 業務の遂行上その他必要が認められる場合で，職員等又は機構に来校する多数の

者が多大な利便を受けると認められる土地・施設等に，現金自動預払設備を設置す

るとき。  

 二 次の各号に掲げる場合で，当該施設の使用を認めないことが社会的又は経済的見地

から妥当でないとき。  

ア 大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律

（平成１０年法律第５２号）に基づき事業計画が承認又は認定された技術移転事業

者に，その事業の用に供するために施設を使用させる必要性が認められるとき。  

イ 機構の研究成果を活用した事業（当該事業に係る創業の準備を含む。）を行う中

小企業又は個人に，当該事業の用に供するために施設を使用させる必要性が認めら

れるとき。  

ウ その他上記各号に準じ，不動産管理役又は独立行政法人国立高等専門学校機構理

事長が有する権限等の一部委任に関する規則（機構規則第５７号）第２条第１５項

により理事長の権限を委任された校長（以下「理事長権限委任者」という。）が認め

たとき。   

 三 次の各号に掲げる場合で，業務に支障がなく，かつ，その使用が営利を目的としな

いとき。  

ア 学術団体が主催する集会等に使用するとき。  

  イ 一般団体が主催する集会等で，教育又は学術に関する講演会又は研究会に使用す

るとき。  

  ウ 官公署又は会社等が講演会又は試験等に使用するとき。  

  エ 公共性が高いと認められる事業等に使用するとき。  

  オ その他上記各号に準じ，不動産管理役又は理事長権限委任者が認めたとき。  

  四 運輸事業，水道，電気又はガス供給事業その他の公益事業の用に供するため，やむ

を得ないと認められるとき。  

 五 地方公共団体，水害予防組合及び土地改良区等における公共の用に供するとき。  

 六 法令その他特別の定めによるとき。  

 七 公共的見地からの要請が強い場合において，僅少な面積を使用させることがやむを

得ないと認められるとき。  

 八 災害その他緊急やむを得ない事態の発生により，応急施設として短期間その用に供

するとき。  

 九 機構に対する支援及び援助等を目的とする同窓会及び後援会に対し，その事業の用

に供するため，やむを得ないと認められるとき。  
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 十 労働組合法（昭和２４年法律第１７４号）第２条の規定に基づき組織された教職員

組合に対し，その事業の用に供するため，やむを得ないと認められるとき  

十一 機構の試験研究施設を使用しなければ試験，研究又は試作等が困難な場合等にお

いて，当該施設を使用させるとき。  

 十二 機構の土地を利用しなければ，住宅等への材料の搬入ができない場合等において，

当該土地を使用させるとき。  

 十三 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法

律第１１７号）に基づく事業に供するために土地・施設等の貸付を行うとき。  

 十四 その他上記各号に準じ，機構の業務に支障がないと不動産管理役又は理事長権限

委任者が認めたとき。  

 

（不動産の一時使用）  

第４条 不動産管理役は，次の各号に掲げる場合には，国，地方公共団体及び学術団体そ

の他これらに準ずる団体等に不動産を一時的に使用（以下「一時使用」という。）させ

ることができる。  

一 講演会又は研究会等に使用させるとき。  

二 各種試験等に使用させるとき。  

三 球技大会や運動会等に使用させるとき。  

四 イベント等の駐車場として使用させるとき。  

五 その他上記各号に準じ，機構の業務に支障がないと理事長権限委任者が認めたとき。 

 

（貸付とみなさない範囲）  

第５条 次の各号に掲げる場合は，機構の業務の遂行のため，機構が当該不動産を提供す

るものであるため，貸付とはみなさないものとする。  

一 郵便事業株式会社の郵便ポストを設置する場合  

二 報道関係者室  

三 業務の一部を外部の者に委託した場合において，それらの業務を行うための必要な

施設。ただし，施設を使用させることが契約書等に明記され，かつ，当該業務以外に

使用しない場合に限る。  

四 施設の建設等に関連して飯場，材料置場又は車両の進入路等として使用させると

き。  

五 施設にガス，水道又は電力線等を引き込むため土地を使用させるとき。ただし，そ

の設備を利用して機構の施設以外にも供給される場合の工事は，貸付の対象とする。  

 六 その他上記各号に準じ，不動産管理役又は理事長権限委任者が認めたとき。  

 

（貸付料）  

第６条 貸付料は，別に定める不動産貸付料算定基準に基づいて算定した額とする。ただ

し，電気通信事業者に対する電柱等の土地の貸付を行う場合は，電気通信事業法施行令

（昭和６０年政令第７５号）の定めによる額とする。  
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（減額貸付）  

第７条 不動産管理規則第２１条第二号の規定により，第３条第一号アによる貸付を行う

ときは、前条の規定にかかわらず，貸付料の五割以内を減額できるものとする。  

 

（無償貸付）  

第８条 不動産管理規則第２１条第二号の規定により，次の各号に掲げる場合には，無償

貸付を行うことができる。  

一 機構の業務に関する施策の普及又は宣伝を目的として，地方公共団体，その他適当

と認められる団体又は個人に貸付を行うとき。  

二 信号機，道路標識，選挙運動用ポスター掲示板，その他公共用又は公用に供する僅

少な面積の貸付を行うとき。  

三 第３条第二号ア，第八号から第十号まで及び第十三号による貸付を行うとき。  

四 法令等の規定により，無償で貸付を行うことが定められているとき。  

 

（貸付料の分納）  

第９条 貸付期間が６月以上の場合には，貸付料を分納させることができる。  

２ 分納させる場合、３月ごとに前納することとし，納入期限は各分納期間初月の前日ま

でとする。ただし，初月が四月の場合には，出納事務取扱規則第６条の規定による納入

期限とする。  

 

（貸付面積）  

第１０条 貸付を行う土地及び建物の面積は，借受人の使用目的からみて必要最少限のも

のとする。  

 

（貸付料の返還）  

第１１条 借受人が自己の都合によりその使用を取り消し又は変更した場合には，貸付料

を返還しない。ただし，機構の都合により貸付を取り消し又は変更した場合には，貸付

料の全部又は一部を返還する。  

 

（光熱水料等）  

第１２条 貸付を認められた者は，当該貸付を認めた不動産に附帯する冷暖房等の光熱水

料の経費を負担しなければならない。  

２ 光熱水料等は，別に定める不動産貸付料算定基準に基づいて算定した額とする。  

 

（貸付の手続き）  

第１３条 不動産の貸付を受けようとする者は，貸付希望日の２０日前までに，不動産貸

付申請書（別紙様式第１号）により，不動産管理役に申請するものとする。  

２ 不動産管理役は，前項の申請の承認をした場合には，次の各号に掲げる不動産貸付許
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可書を発行し，許可に関する留意事項を貸付者に示さなければならい。  

 一 貸付期間が１月を超える場合 不動産貸付許可書１（別紙様式第２号）  

 二 貸付期間が１月未満の場合 不動産貸付許可書２（別紙様式第３号）  

３ 前項の規定に関わらず，公職選挙法に基づく選挙運動用ポスター掲示板を設置する場

合は，１月を超える場合でも不動産貸付許可書２（別紙様式第３号）によることができ

る。  

 

（損害保険付保）  

第１４条 不動産管理役は，建物の全部又はその大部分の貸付を行う場合には，必要に応

じて使用者に機構を受取人とする火災保険契約を締結させるものとする。  

 

（損害賠償）  

第１５条 不動産管理役は，借受人が故意又は過失により不動産を損傷した場合には，原

状回復した場合を除き，その損害を弁償させなければならない。  

 

（原状回復）  

第１６条 貸付期間が満了し，又は，貸付を解除した場合には，借受人の負担で，指定す

る期日までに当該財産を原状回復のうえ返還させなければならない。ただし，機構に有

益と認めた模様替え，又は，当該財産を取り壊し及び廃棄の予定がある場合で，不動産

管理役が認めた場合はこの限りではない。  

２ 不動産管理役は，前項で規定した原状回復がなされずに返還された場合には，自ら原

状回復を行い，これに要した経費を財産の借受人に負担させるものとする。  

 

附 則（平成２１年２月２６日 制定）  

 この要領は，平成２１年２月２６日から施行し，この規則の施行後に許可された貸付で

あって，かつ，平成２１年４月１日以後に履行されるものから適用する。  

 

附 則（令和４年３月１１日 一部改正）  

この規則は，令和４年３月１１日から施行し，令和３年４月１日から適用する。  
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別紙様式第１号（第１３条関係） 
 
（不動産貸付申請書） 

  年  月  日 
 
○○高等専門学校長 殿 
 
                     申 請 者 
                       住 所 
                       氏 名            
 
 
 

不 動 産 貸 付 申 請 書 
 
  

下記のとおり独立行政法人国立高等専門学校機構○○高等専門学校の不動産貸付を希

望しますので申請いたします。 
 
 

記 
 
 
１ 不 動 産 名  

                 
 
２ 不動産の数量 
 
３ 使 用 目 的 
 
４ 使 用 期 間    年  月  日 ～   年  月  日 
           （   時   分  ～   時   分） 
５ 使 用 人 員 
 
６ その他必要な事項 
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別紙様式第２号（第１３条関係） 
 
（不動産貸付許可書１） 

  年  月  日 
 

（申請者）     殿 
 

○○高等専門学校長 
                       ○○ ○○        
 
 

不 動 産 貸 付 許 可 書 
 
 
 

（元号） 年 月 日付をもって申請のあった独立行政法人国立高等専門学校機構（本

校）の不動産貸付については，下記の条件を附して許可します。 
 

記 
 
（貸付許可不動産） 
第１条 貸付許可する物件は，次のとおりとする。 

所在 
 
区分 

 
数量 

 
貸付部分   申請図面のとおり       

（指定する用途） 
第２条 貸付許可された者は，前記の物件を次の用に供しなければならない。 

貸付目的 
（貸付許可期間） 
第３条 貸付許可する期間は， 年 月 日から 年 月 日までとする。ただし，貸付

許可の更新を受けようとするときは，貸付許可された期間の満了２ヶ月前までに，所定

の様式により申請しなければならない。 
（貸付料及び延滞金） 
第４条 貸付料は，    円とし，請求書により，指定期日までに納入しなければなら

ない。 
２ 指定期日までに貸付料を支払わないときは，その翌日から納入の日までの日数に応じ，
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民事法定利率で定められた割合で計算した金額を延滞金として支払わなければならな

い。 
（貸付料の改定） 
第５条 校長は，経済情勢の変動その他の事情の変更に基づいて特に必要があると認める

場合には，貸付料を改定することができる。 
（経費の負担等） 
第６条 貸付許可された者は，当該貸付許可物件に附帯する電話，暖房，電気，ガス及び

水道等の使用料金を負担しなければならない。 
（物件保全義務等） 
第７条 貸付許可した物件は，その用途又は目的を妨げない限度の範囲内で使用させるも

のであり，貸付許可された者は，善良な管理者の注意をもって維持保存しなければなら

ない。 
２ 前項の維持保存のため，通常必要とする修繕費その他経費は，すべて貸付許可された

者の負担とし、その費用は請求しないものとする。 
（貸付上の制限） 
第８条 貸付許可された者は，許可期間中，許可物件を第２条に指定する用途以外に用い

てはならない。 
２ 貸付許可された者は，貸付許可された物件を他の者に転貸し，又は担保に供してはな

らない。 
３ 貸付許可された者は，許可物件について修繕，模様替その他の行為をしようとすると

き，又は貸付計画を変更しようとするときは，事前に書面をもって校長の承認を受けな

ければならない。 
（貸付許可の取消又は変更） 
第９条 校長は，次の各号の一に該当するときは，貸付許可の取消又は変更をすることが

できる。 
一 貸付許可された者が許可条件に違背したとき。 
二 本校において貸付許可した不動産を必要とするとき。 

（原状回復） 
第１０条 校長が貸付許可を取り消したとき，又は貸付許可した期間が満了したときは，

貸付許可された者は，自己の負担で，校長の指定する期日までに，貸付許可物件を原状

に回復して返還しなければならない。ただし，校長が特に承認したときは，この限りで

はない。 
２ 貸付許可された者が原状回復の義務を履行しないときは，校長は，貸付許可された者

の負担においてこれを行うことができる。この場合において，貸付許可された者は，校

長に異議を申し立てることができない。 
（損害賠償） 
第１１条 貸付許可された者は，その責に帰する事由により，貸付許可された物件の全部

又は一部を滅失又はき損したときは，当該滅失又はき損による貸付許可された物件の損

害額に相当する金額を損害賠償として支払わなければならない。ただし，前条の規定に

より貸付許可された物件を原状回復した場合は，この限りではない。 
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２ 前項に掲げる場合のほか，貸付許可された者は，本許可書に定める義務を履行しない

ため損害を与えたときは，その損害額に相当する金額を損害賠償として支払わなければ

ならない。 
（有益費等の請求権の放棄） 
第１２条 貸付許可の取消が行われた場合においては，貸付許可された者は，貸付許可物

件に投じた改良のための有益費その他の費用が現存している場合であっても，その費用

等の償還の請求はしないものとする。 
（実地調査等） 
第１３条 校長は，貸付許可した不動産について随時に実地調査し，又は所要の報告を求

め，その維持及び保全に関し指示することができる。 
（疑義の決定） 
第１４条 本条件に関し，疑義のあるときその他貸付許可した物件の貸付について疑義を

生じたときは，すべて校長の決定するところによるものとする。 
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別紙様式第３号（第１３条関係） 
 
（不動産貸付許可書２） 

 
  年  月  日 

 
 

申 請 者   殿 
 

○○高等専門学校長 
                        ○○ ○○        
 
 

不 動 産 貸 付 許 可 書 
 
 
 （元号） 年 月 日付をもって申請のあった不動産貸付については，下記のとおり許

可します。 
 

記 
 
１ 貸付不動産 
 
２ 貸付目的 
 
３ 貸付期間（日時） 
 
４ 貸付料 
 
５ 貸付条件 
 （１） 貸付不動産は許可した貸付目的以外の用に供しないこと。 
 （２） 貸付者は善良な管理者の注意をもって貸付不動産の維持保全に努めること。 
 （３） 貸付許可不動産の全部又は一部を滅失又はき損したときは，原状回復又は損害

額に相当する金額を賠償すること。  
 （４） 貸付にあたっては機構職員の指示に従うこと。 
 
 
 
 


